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（はじめに） 

令和５年第１回議会定例会におきまして、予算をはじめとする諸議案をご審

議賜るにあたり、新年度における市政の運営方針と予算の概要を申し上げ、市

議会議員並びに交野市民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと考えます。 

 

改めてではありますが、本年は、卯年でございます。卯は兎であり、その跳

躍する姿から、飛躍の１年という言い方もされますが、一方で、兎は逃げ足の

速い動物でございます。逃げられることなく、跳ね損ねることなく、飛躍の１

年となりますよう努力精進して参ります。 

 

 

■交野市を取り巻く状況 

（新型コロナウイルス） 

長引く新型コロナウイルスの流行について、これまで何度となく感染拡大と

縮小が繰返されて参りましたが、直近で流行したオミクロン株は従来株に比べ

て重症化率が低い傾向にあったことや、オミクロン株対応のワクチン接種が始

まったこと等を受け、オミクロン株は現在も変異を続けているものの、法律に

基づく感染対策の段階的な軽減を目指し、本年５月８日から、新型コロナウイ

ルス感染症の感染症法上の位置づけを、季節性インフルエンザなどと同じ「５

類」に引下げることを決めました。 

これに伴い、行動制限や医療機関の対応、医療費に係る公費負担などの取扱

が変わりますが、まずは、コロナ禍前の日常にもどる第一歩であり、歓迎すべ

き節目と考えております。 

 

これまで３年に渡り、感染リスクと向き合いながら、最前線でご尽力くださ

ってこられた医療従事者を始め、子育てや福祉の現場など暮らしに欠かせない

職務に従事されてこられた多くの方々、感染症対策にご理解・ご協力くださる

交野市民の皆様や事業者の皆様に、改めて感謝を申し上げます。 

 

しかしながら、法律上の取扱が「５類」に移行しても、新型コロナウイルス

感染症の感染力や病原性が変わるわけではないことから、交野市民の皆様にお

かれましては、引続き、流行の状況にご留意たまわり、リスクに応じた感染症

対策にご協力くださいますようお願い申し上げます。 
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（物価高騰） 

また、昨年は、コロナ禍だけでなく、交野市民の皆様の暮らしに大きな影響

を与える出来事がありました。新型コロナウイルス感染症により低調となって

いた経済活動が再開される中、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻もあり、

原油や天然ガスなどのエネルギー価格や小麦などの原材料費価格が高騰し、さ

らに、一時１ドル１５０円を超える円安による影響も伴い、我が国でもガソリ

ン価格、電気料金、ガス料金、食品などの値上げが続きました。 

 

総務省が令和５年１月２０日に発表した昨年１２月のＣＰＩ（Ｃｏｎｓｕｍ

ｅｒ Ｐｒｉｃｅ Ｉｎｄｅｘ 消費者物価指数）は、前年同月比で４．０％

上昇でした。これは、第２次石油危機の影響で物価が上昇していた１９８１年

１２月以来、４１年ぶりの上昇率です。 

しかしながら、総務省が毎月公表しているＣＰＩから天候や市況などに左右

されやすい食品（比較的価格の安定している酒類を除く）やエネルギーを除い

たコアコアＣＰＩについては、昨年１２月１．６％の上昇に過ぎませんし、コ

アコアＣＰＩの昨年１年間の月次平均は、約０．２％の上昇に過ぎません。一

部の数字だけを切取った報道に踊らされることなく、冷静な対応も必要でござ

います。 

 

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が長期化していることから市場は、そ

ういった要因も折込済であり、ＷＴＩ（Ｗｅｓｔ Ｔｅｘａｓ Ｉｎｔｅｒｍ

ｅｄｉａｔｅ）の１バレル（約１５９リットル）あたりの原油価格は一時１３

０ドルを超えていましたが、７０ドル代までに低落しております。 

天然ガス価格において、１００万ＢＴＵ（Ｂｒｉｔｉｓｈ Ｔｈｅｒｍａｌ 

Ｕｎｉｔ）＝約２５立米あたり、過去１０ドル程度であったものが、一時２０

ドルを超えましたが、現在１０ドル代まで戻っておりますし、アメリカにおい

ては、１００万ＢＴＵが４ドルを割るなど、沈静化の動きがあります。石炭価

格は１トン４００ドル以上まで高騰していたものの、もはや約２００ドル程度

と約半値まで暴落しております。 

さらに円ドルの為替相場についても、日本銀行による為替介入や令和４年１

２月２０日における日本国債のデュレーション（残存年数）毎の金利を表す曲

線であるイールドカーブにかかるイールドカーブコントロールのうち、１０年

国債の変動幅を±０．２５％⇒±０．５％に緩和することで、１０年国債の金

利が上昇したこともあり、１ドル１３０円程度と、円安もひと段落しつつあり

ます。 
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関西電力においては、高浜原発１号機と高浜原発２号機を再稼働予定であり、

東日本大震災以前の原発の稼働状況に戻ります。さらに石油、ガス、石炭、価

格が沈静化することから火力発電のコストは下がり、関西電力管内においては、

発電部門において、値上げは予定されていないどころか、このまま推移すると、

燃料費調整額は引下げられるものと考えます。 

なお、関西電力送配電において、本年４月１日から、低圧の電気で１ＫＷＨ

０．２７円、託送料金を値上げする見込ですが、この１ＫＷＨ０．２７円は全

体からするとごくごくわずかであると考えています。一方で、経済産業省は、

「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」において、本年１月～８

月分で、低圧の電気で１ＫＷＨ７．０円、都市ガスで１立方メートル３０円の

支援をいたします。 

 

交野市といたしましては、食品やエネルギーが一時的に高騰していることは

事実であることから、昨年１０月、私が市長に就任した直後の議会において、

子育て世帯に対し、児童一人あたり１万円を給付する臨時特別給付金事業や、

水道基本料金の２か月免除に係る補正予算を提案し、給食費の３学期分の免除

にかかる提案については「給食費が免除となっている約１０％の非課税世帯が

今回の対象とならず不公平」等として修正削除されたものの、速やかに取組を

進めてきたところでございます。 

とりわけ、水道基本料金の２か月免除は、実感としてわかりにくいとの議会

からのご指摘を受け、それに係るビラを検針時に配布する等、その周知を徹底

いたしました。しかしながら、交野市独自の施策では限界があるものと考えて

おりますので、引続き動向を注視し、国や府への要望など、必要な取組を進め

て参ります。 

 

（人口動態） 

 去る令和５年１月３０日、総務省は、令和４年１年間における全国の転入・

転出の状況をまとめた「住民基本台帳人口移動報告」を発表いたしました。こ

れによると、交野市においては、転入が２，５６５人、転出が２，３６０人で

あり、２０５人の転入超過でした。この結果は、大阪府内では上から６位、北

河内地域ではナンバーワンであり、多くの方が交野市を評価し、選んで下さっ

ているものと考えます。 

北河内においては、江戸時代の京街道の宿場町が枚方、守口、といった淀川

南岸沿いに整備されたこともあり、京阪本線や国道１号は淀川南岸沿いを通り、

その沿線や沿道を中心に発展をして参りました。 
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しかしながら、第二京阪道路が開通し、さらに今後、新名神と接続し、淀川

左岸線や淀川左岸線延伸部とも直結します。ＪＲ学研都市線は、ＪＲ東西線と

の接続やＪＲおおさか東線との交差が実施され、今後、大阪モノレールと接続

を予定していることから、北河内の賑わいの中心は移行していくと考えます。 

交野市は、市域の中心部を第二京阪道路が通り、また、ＪＲ学研都市線の快

速停車駅が２つもある市です。交野市がこの北河内の発展をけん引する時代が

くると私は考えます。 

なお、出生と死亡を加味した昨年トータルの人口動態は、残念ながら微減で

あり、より、転入超過を増やすことが課題であると考えます。 

 

 この人口移動報告の中身を拝見しますと、０歳から１０代半ばまでの子ども

と、その親にあたる３０代から５０代にかけての世代が大幅に転入超過となっ

ているといううれしい面がある一方で、２０代については、大幅に転出超過と

なっているという残念な面もございます。 

つまりは、多くの若者が、就職等を契機に交野市を離れていることを意味し

ており、２０代においても引き続き交野市に居住し続けてもらえる、また、一

度、交野市外に転出しても、近い将来、交野市に戻ってきてもらえるような取

組が必要になってくるものと考えます。 

また、全国的な潮流である少子化について、交野市では必ずしも軌を一にし

ない状況にあり、今後の学校統廃合や保育定員の確保については、慎重に検討

すべきと考えます。 

 

人口減少・少子高齢化という社会潮流の中であっても、交野市の活力を将来

に渡って維持していくためにも、子育て世代の方々が多く転入してくださって

いることは、大変喜ばしいことと考えております。 

そしてこれまで以上にこの流れが強くなるよう広い敷地の一戸建を中心と

する良好な住宅環境の維持や交野市のブランドを傷つけないような新たな都

市基盤整備に取組むとともに、若い世代が安心して出産・子育てでき、また、

子どもが健やかに成長し、仮に転出しても再び戻ってきてもらえる環境づくり

を取組んで参ります。 
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■取組姿勢と５つの重点施策 

（取組姿勢） 

 さて、昨年９月４日の交野市長選挙により、私が市長に就任してから、早く

も５か月が経過しました。交野市長選挙においては、市政に変化を求める多く

の交野市民の皆様の思いが、私を市長に押し上げたものと考えており、所信表

明においても、それら交野市民の皆様の思いや願いを片時も忘れることなく、

市政の舵取を進めていくことをお約束いたしました。 

この間、２回の議会が開催され、市議会議員の皆様とも様々な議論を交わし

て参りました。ご可決賜った議案があった一方、残念ながら修正となった議案

もございました。このような過程を経て、私も大いに学びを得ているところで

ございます。 

ご承知のとおり、地方自治体の運営においては、首長と議会議員をともに住

民が直接選挙で選ぶ、「二元代表制」がベースでございます。私も、市議会議

員の皆様も、共に交野市民の皆様の負託を受けてこの場に立っているのであり、

意見の相違はあっても、市政の前進ひいては交野市の発展のために、議論を尽

くしていくことが肝要と考えております。 

私が目指すまちづくりは、「みんなでつくるみんなの交野」であり、交野市

民の皆様の声を丁寧に聞く市政運営でございます。本議会においては、私が就

任して初めてとなる令和５年度当初予算に係る議案を提案しておりますが、議

員の皆様とも丁寧に議論を尽くし、市政を停滞させることなく前に進めていき

たいと考えておりますので、慎重審議くださり、ご賛同くださいますようお願

い申し上げます。 

 

（５つの重点施策） 

 それでは、令和５年度に向けて、所信表明に掲げた５つの重点施策の方向性

について、順にご説明申し上げます。 

 

（１）便利な交野コミュニティーバス 

 まず、コミュニティーバス導入等に係る方向性につきましては、既存の公共

交通事業者との共存を前提としながら、公共交通の不便地域や公共交通が脆弱

な地域において、高齢者や障がいのある方などへの外出支援制度の充実に取組

んで参りたいと考えております。地域公共交通事業を取巻く環境は依然として

厳しい状況であることから目指すべき地域の方向性や仕組を見出していくた

めに、道路運送法に基づく「地域公共交通会議」を設置したいと考えており、

本議会においても関連する議案を提案いたします。 
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この検討会議において、関係行政機関や公共交通事業者をはじめ、学識経験

者や交野市民の皆様等と福祉施策としての外出支援のあり方も含め、検討を進

め、持続的な地域公共交通体系に繋げていきたいと考えておりますが、この検

討期間においての対応策として、交通系ＩＣカード等運賃補助の大幅な増額と、

妊婦へのタクシー運賃補助の増額を行うとともに、寺・神宮寺地区巡回バスの

東倉治地区までの延伸運行を試行的に実施いたしますし、今後、さらに踏込ん

だ施策の実施を検討しており、そのため、後述にはなりますが、恒久的な財源

をお示しいたします。 

 

（２）市役所は移転せず耐震化 

 市役所に関しましては、現在、現庁舎の耐震化に係る課題等の整理を進めて

おります。工事に伴う仮設庁舎機能の確保など、耐震工事に係る直接的な課題

があるほか、現時点において耐震性が不足しており、来庁者や職員などの安全

性の確保が喫緊の課題となっていますことから、耐震改修だけではなく、屋上

防水、外壁補修、空調機器の更新といった、ある一定の長寿命化改修等も視野

に入れた整備について、検討を進めて参ります。 

また、青年の家へのエレベーター設置につきましては、私の公約でございま

すが、設置可能性に係る調査に着手しているところであり、調査結果が明らか

になり次第、対応について検討して参ります。 

 

（３）小中一貫校でなく小中別に整備 

 私は、学校施設と社会教育施設とは異なるものであることから、学校敷地内

にプールを設置し、子どもたちの学校教育環境を整えることが大切であり、交

野市の子どもたちがのびのびと遊べる広い運動場があるべきと考えており、先

の市長選挙においては、小中別に整備すると訴えて参りました。 

市長就任直後から、現受託事業者と契約変更に向けた協議を行い、これを実

現するには様々な課題があることから、議会をはじめ保護者や交野市民の皆様、

地域等への説明会を開催し、これらの経緯や事情について説明のうえ、様々な

ご意見を頂戴して参りました。 

 

多くの意見を頂く中、現在進められている一貫校建設の課題としては「グラ

ウンドが狭いこと」、「敷地内にプールが無いこと」、「小学生と中学生が同じ校

舎で学ぶこと」の大きく３つに集約されるものと考え、これらの課題をクリア

しつつ、他の校区との公平性を考慮した案について検討を進め、先日、新たな

ご提案もお示ししたところです。 
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なお、新たなご提案をお示しした上で、令和５年２月１４日～１６日にかけ

て、交野みらい小学校の保護者へ交野市長名及び教育長名でアンケート調査を

実施いたしました。 

７６．７％の保護者から回答があり、「小学校と中学校は別々に学ぶ方がよ

い」の項目では、そう思う、どちらかと言えばそう思う、と回答した保護者が

６２．６％でしたが、「小学校・中学校は一緒に学ぶことの不安や心配な点が

解消されるなら、小学校と中学校は一緒であってもよい」では、そう思う、ど

ちらかといえばそう思う、が７０．１％であり、新たな提案を好意的に受止め

て下さっていると判断できます。 

また、「令和７年より遅れても、小学校だけで建設してほしい」では、そう

思う、どちらかといえばそう思う、が３５．５％でしたが、「令和７年度に間

に合うように、施設一体型小中一貫校を建設してほしい」は６４．５％であり、

保護者の概ね３分の２が令和７年の小中一貫校開校を望んでおられる結果で

した。 

 

令和５年度当初予算におきましては、施設一体型小中一貫校の建設にかかる

現契約があること、また、継続費として議決を経ているなどの現状があるため、

令和５年度の歳出予算に計上せざるを得ないことから計上し、今議会中も様々

なご意見をお聞きいたします。 

保護者のご意見も踏まえ、令和５年度の当該箇所が議決された場合、「グラ

ウンドが狭いこと」、「敷地内にプールが無いこと」、「小学生と中学生が同じ校

舎で学ぶこと」の課題をできる限り解消するよう努めつつ、第一中校区の学校

整備については、施設一体型小中一貫校をベースに整備する方向性で進めて参

ります。 

 

 

（４）水道料金の１３％値上げ凍結 

水道事業につきましては、食品やエネルギーを中心とする物価高騰の中にあ

って、水道料金の値上げに踏み切ることはタイミングとして適切ではないと考

え、市長就任後、公約どおり、凍結を指示いたしました。 

しかしながら、市長に就任後、水道料金を一定値上げし、供給単価が給水原

価を上回ったうえで、基幹管路等の更新等を実施することにより、更新費用に

対して３分の１の国庫補助金を受けることが可能であると判明いたしました。

そうなってくると、まずは、値上げをすることが、結果として、将来的な交野

市民の皆様の負担の軽減につながります。 
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そのため、国庫補助金と直近の電気料金の状況等を組込んだシミュレーショ

ンを作成のうえ、値上げに対しての激変緩和措置の実施も含めて、今後、経営

審議会を開催し、事業経営の望ましいあり方を改めて、検討してもらうべきだ

と判断いたしました。経営審議会につきましては、時期を調整しつつ開催し、

諮問いたします。 

なお、事業経営の悪化の緩和のため、資金調達は短期金利をベースに調達す

ることで金利負担を軽減し、資金運用は超長期で実施いたします。また、乙辺

浄化センターの更新時には、水道水希釈による年約５０００万円の財政効果を

目指します。なお、水道料金値上げの激変緩和措置や今後の水道事業会計の改

善には財源が必要であることから、後述にはなりますが、恒久的な財源をお示

しいたします。 

 

（５）財政健全化 

 交野市財政における最大の課題は、過去において土地開発公社が大量購入し

た不要な土地の処理であり、これまで長期に渡って整理を進めてきたものの、

令和３年度末の保有残高は約６１億円、起債の残高は第三セクター等改革推進

債の残額３億円を含めて約７８億円、すなわち、合計１３９億円です。 

 

令和４年９月に、早速、土地開発公社における借入金利を０．１４５％に引

下げてこれ以上保有残高がほぼ増えないようにし、買戻しもあり、令和４年度

末の保有残高は約５３億円に減少する見込です。そのため、大阪府との協議に

基づき年間約７億円の買戻しを継続した場合、清算まで令和５年度からもう７

年間の令和１２年度までは買戻しが必要です。 

一般財源、基金、大阪府からの借入に基づく買戻ですので、実質的な一般財

源への影響額については、過去に交野市が土地開発公社から買戻した負債の償

還分もございますため、一概に年間７億円とは言えませんが、かなりの額の負

担が今後７年間と買戻した後に続く負債の償還に必要な２０年間の合計２７

年間つまり、令和３２年度まで続きます。 

また、四交クリーンセンターの建設に係る起債償還のため、年間４億１００

０万円が令和５年度からもう７年間必要であり、令和１２年度で２億７０００

万円、令和１３年度で２億５０００万円、令和１４年度で２億１６００万円必

要です。 

つまり、今後７年間、令和１２年度までは交野市にとって、とりわけ厳しい

７年間であり、そして、その後も、今後２０年間にあたる令和３２年度までは、

一定、負担が続く見込です。 
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中田仁公交野市長の時代から約２０年にわたり、財政健全化に取組みながら、

今に至ってもこのような状況に陥っていることは、痛恨の極みであり、交野市

民の皆様に対して、お詫びをして許されることではないと考えます。 

そのため、特別職の報酬につきましては、特別職報酬等審議会に諮問し、去

る１月２６日に答申を賜り、給料月額を近隣と同程度まで増額すべしとしつつ

も、附帯意見として、今後も厳しい財政状況となることが見込まれる中、各自

の判断により給料月額の適正な減額をすることが申し添えられました。 

私といたしましては、答申を尊重し、本議会に「特別職の職員の給与に関す

る条例」等の改正議案を提出いたしました。この改正議案においては、これま

での経緯を踏まえ、私のけじめと交野市長としてのお詫びと償いのため、私の

現任期中の独自減額の率を、市長は３０％、副市長、教育長、水道事業管理者

は２０％とする内容を盛込むことといたしました。併せて、私の現任期におけ

る退職手当についても不支給とする議案を提出いたしました。 

 

人口減少、少子高齢化という社会潮流にあって、今後、交野市立小中学校の

改修、庁舎の耐震工事と改修、青年の家の改修、いきいきランドの設備機器更

新、に多くの費用が必要となる中、過去の負の遺産による財政上の制約を受け

ることなく、市政運営にあたることができる土台を作っていくため、まずは、

この土地開発公社の清算を進めていくことが私の役目であると考えておりま

す。 

そうした中においても、交野市民の皆様には今まで以上の負担が単年度でか

かるようなことをせず、むしろ知恵を絞って財政効果をねん出し、市民サービ

スを向上させる方向で予算編成をしたいと考えております。 

そのため、起債の償還が終わっていない土地であっても、市有地の売却収入

や公債費管理基金を用いて繰上返済を行い、当該土地を売却することで、将来

の公債費及び支払利息に係る負担の軽減を図るべく、先の１２月議会に提案し、

議決を賜りました。 

結果、令和５年度におきましては、当該土地の売却価格と将来の支払利息相

当分で６千万円を超える財政効果を見込んでおり、この財政効果を令和５年度

の新規事業に活用いたします。さらに、令和５年度におきましては、令和４年

度に土地開発公社から買戻す予定の星田山手４丁目の土地、令和４年度と令和

５年度に２年かけて土地開発公社から買戻したないしは買戻す予定の私市４

丁目の土地、未だ売却できていない郡津３丁目の市営住宅跡地、私部西３丁目

の旧堤とう敷、可能であるならば森南の市営住宅、の売却を進めるないしはチ

ャレンジいたします。 
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そうした中での新年度の予算でございますが、一般会計予算においては、社

会保障経費の増大や、第一中学校区における学校整備事業を含む公共施設の更

新等により、過去最大規模となっております。 

これらの財源といたしましては、星田北エリアをはじめとするまちづくりの

進捗に伴う市税の増加、国庫補助金、目的に見合った基金等を活用して参りま

す。また、令和６年度以降は、令和５年度に第三セクター等改革推進債の償還

年約１億５０００万円が終了いたしますので、第一中学校区における学校整備

事業に充当する予定です。 

 

以上、中・長期的な財政見通しのもと、歳入・歳出のバランスを考慮し、交

野市の魅力を高め、まちを持続的に成長させるための配分となるよう編成いた

しました。 
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（令和５年度の主要な取組み） 

 続きまして、令和５年度からスタートいたします第５次総合計画基本構想及

び第１期基本計画に基づき、令和５年度の主要な取組を説明いたします。 

 総合計画基本構想は、長期的なまちづくりの指針であり、令和３年度から２

年に渡り、交野市民の皆様を始め幅広い方々の意見を踏まえ作成を進めてきた

ものであり、先の１２月議会において議決を賜ったものでございます。 

 

基本構想の中には、交野市民の皆様のまちづくりへの思いが、５つの「まち

づくりの目標」として掲げられております。第１期基本計画において、この目

標に向けて行政が取組むべき考え方がまとめられていることから、この施策体

系に基づき、私が公約で掲げた取組も含め、その代表的なものを説明いたしま

す。 

 

 

■みんなで子どもを育み、子どもがのびのびと学ぶまち 

（子育て、幼児教育・保育） 

まず、子ども子育てに係る施策につきましては、「子ども・子育て支援事業

計画」に基づき取組みを進めておりますが、令和６年度末に計画期間が満了す

ることから、子ども基本法の施行や国のこども家庭庁設置等の動向も踏まえ、

次期計画の策定に向け、市民アンケートや実態調査の実施等の取組を進めて参

ります。 

妊婦・子育て家庭への支援につきましては、身近で相談に応じ、出産・育児

等の見通しを立てるための面談等を行う伴走型相談支援と、妊娠時及び出産後

に合計１０万円分の出産・子育て応援ギフトを支給する経済的支援とを一体的

に行う「おりひめ出産・子育て応援事業」を実施して参ります。 

 

放課後の子どもたちの居場所である放課後児童会につきましては、指導員の

処遇改善や主任制度の導入を優先的に進めるとともに、利用者の利便性の向上

を図るため、ＩＣＴの活用や施設等の改善に係る環境整備に努めて参ります。 

 

幼児教育・保育につきましては、民間保育施設の整備への補助や、全市的な

幼児教育・保育の質の向上を図るため、民間保育施設への病児保育や看護師配

置に対する補助等や、公立２園の認定こども園において体調不良児対応型病児

保育を開始し、安全・安心な保育環境の確保を図って参ります。 
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（学校教育、教育環境） 

今日の教育を取巻く環境は複雑化しており、多岐に渡る課題解決を図るため

に、より多くの意見を取入れ、幅広くその意見を反映させることを目的として、

令和５年度からは教育委員の数を６名に増員いたします。 

教育委員の増員を機に、教育委員会の一層の活性化を図るため、視察や研修

など教育委員会活動を充実させて参ります。 

 

学校教育につきましては、「確かな学び」が実感できる教育の推進として、

育てたい資質能力の視点から９年間を見通した指導の一貫性や系統性を図り、

中学校教員による小学校専科指導（教科担任制）を取入れるなど、引続き小中

一貫教育を推進いたします。 

地域とともにある学校づくりにつきましては、第一中学校区のコミュニテ

ィ・スクールの運営に係る取組みについて、地域学校協働活動と連携を図り、

一層の充実を図るとともに、他中学校区においてもコミュニティ・スクールの

理解促進を図って参ります。 

 

学校施設の整備につきましては、第一中学校区のみならず、全市的に児童

生徒の安全・安心の確保、また良好な学びの環境を確保していくことが重要

と考えますことから、各学校におけるトイレの環境改善に優先的に取組むと

ともに、コロナ禍におけるウイルス蔓延防止目的で実施していた清掃委託に

ついても継続して実施して参ります。 

また、第三中学校区において進められようとしている小中一貫校について

は、転入超過が継続している等の人口動態に加え、土砂災害警戒区域内に校

舎が含まれる妙見坂小学校の状態が今後も１５年から２０年間継続すること

を意味することから、看過し難い状態であり、改めて検討し直すよう指示し

た次第でございます。 

 

教育環境の充実につきましては、公約に掲げております段階的な給食費の

無償化に着手いたします。令和５年度当初より、受験等で特に家計に負担が

かかる中学校３年生の給食費を無償化することで、保護者を支援して参りま

す。後述にはなりますが、恒久的な財源をお示しし、令和５年度中には、中

学校全学年での給食無償化を決定したいと考えます。とりわけ、中学校給食

は、北河内７市でも２市が未だ選択制であり、選択制の市での中学校給食無

償化は困難です。中学校給食無償化は、他市との差別化につながり、極めて

インパクトのある施策であると考えます。 
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通学路の安全対策につきましては、現在交野みらい小学校において通学路

の危険個所に配置している交通誘導員について、旧交野小学校の多くの児童

が岩船小学校に通学している現状を踏まえ、岩船小学校側にも交通誘導員を

配置します。また、その他の小学校においても公平性の観点から配置を進め

ることで、児童の登下校時の安全確保を進めて参りますし、後述にはなりま

すが、恒久的な財源をお示しし、さらに、その対象の拡大を目指します。 

 

 

■みんなが互いを認め支え合い、笑顔と元気があふれるまち 

（地域福祉、高齢者福祉、障がい福祉） 

 次に、地域福祉につきましては、社会福祉法の改正に伴い創設された「重層

的支援体制整備事業」について、既存の取組を活かしつつ、身近な相談支援体

制や多機関協働、アウトリーチ等を通じた継続的支援の体制を整備して実施す

ることにより、複合・複雑化した課題や狭間のニーズへの対応・支援を行い、

地域共生社会の実現を目指して参ります。 

地域におけるセーフティーネットにつきましては、おりひめ支え愛プロジェ

クトによる見守り・支え合い活動に地域と協働して取り組むとともに、災害対

策基本法の改正に伴う個別避難計画の作成についても地域や福祉専門職と協

働して取組んで参ります。また、長引くコロナ禍による生活状況の変化も踏ま

え、生活困窮者自立支援制度の適切な運用を図ります。 

 

障がい福祉につきましては、福祉人材確保のための補助制度を創設するとと

もに、交野市に不足している重症心身障がい児支援事業所の開設促進のための

補助制度を創設することにより、サービス提供体制を整備いたします。 

また、個々の医療的ケアを必要とする医療的ケア児等に対して、地域におい

て必要な支援を受けながら、安心して生活し続けることができるよう、医療的

ケア児等コーディネーターを配置いたします。 

障がい児者の社会参加の促進を目的として、民間事業者にも合理的配慮の提

供を義務化されることから、その促進を図るために、スロープ設置などの設備

改修や点字メニューなどの備品購入に対する補助制度を創設いたします。 

 

高齢者福祉につきましては、介護保険制度の将来にわたる持続可能性を確保

するため、介護人材確保のための補助制度を創設いたします。 

また、加齢性難聴への対応として補聴器等購入費の一部助成制度を創設する

とともに、効果的な介護予防事業を推進いたします。 
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（健康・医療） 

 次に、健康づくりにつきましては、がん検診や特定健診等の市民健（検）診

について、自己負担金のワンコイン・無償化により交野市民の皆様の負担を軽

減するとともに、適切な広報・勧奨により受診率の向上に取り組み、疾病の早

期発見・早期治療を図って参ります。そして、必要な費用については、後述に

はなりますが、恒久的な財源をお示しいたします。 

国民健康保険につきましては、被保険者の高齢化やコロナ禍による受診控え

からの反動で、医療費が増加し、保険料の大幅な上昇が予想されますことから、

財政調整基金を投入し、保険料率の現状維持に努めて参ります。また、がんの

早期発見・早期治療のため、市民検診（がん検診）の無償化を実施し、健康寿

命の延伸及び健康保持の増進を図って参ります。 

 

感染症対策でございますが、まず、新型コロナウイルス感染症については、

国において感染症法上の位置づけを変えるなどの方針が示されましたことか

ら、今後も国や府と連携し、迅速・適切な感染防止対策を講じるとともに、感

染状況に応じた交野市民の皆様への啓発やＳＮＳを活用した情報発信に努め

て参ります。 

また、新たな取組みといたしまして、白血病等の治療法の一つである骨髄等

の移植を促進するため、骨髄等を提供される方に、提供時の入院等に伴う経済

的負担を軽減するための助成制度を創設いたします。 

 

（生涯学習、人権・多文化共生） 

次に、生涯学習につきましては、社会教育施設の老朽化対策として、私部公

園内に設置する照明灯についてＬＥＤ化の促進を図り、環境負荷の低減と施設

利用者の利便性の向上を目指して参ります。 

人権施策につきましては、基本的人権が守られ、交野市民の皆様一人ひとり

が人間として尊ばれるまちを目指して、新たに「人権施策推進基本方針」を策

定します。 

 また、国際関係の緊張が続く中でございますが、ＮＰＯ法人交野市国際交流

協会とともに姉妹都市カナダ・コリングウッド市を訪問し、これまでから続く

交流をさらに深めることにより、多文化共生に向けての機運醸成を図って参り

ます。 
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■みんなが助け合い、安心して住み続けられるまち 

（防災・減災） 

次に、防災・減災につきましては、国の避難情報改定や、土砂災害・浸水エ

リアの更新などの、最新の防災情報を盛り込んだ「総合防災マップ」の改定を

行い、また、生駒断層帯も明示して全戸配布することにより、交野市民の皆様

一人ひとりの防災力の向上を図って参ります。また、「地域防災計画」の改定

を行い、最新の法改正や、防災対策についての新たなニーズを反映させて参り

ます。 

また、引き続き各集会所や公民館など地域施設の耐震化や改修工事を行うた

めの支援に取組んで参ります。また、妙見東地区から要望を頂戴しております、

自治会館の耐震工事については、交野市として、必要な支援を実施する予定で

ございます。 

指定避難所等におきましては、災害時の停電の際にも利用可能な可搬型蓄電

池に加え、新たにＬＰガス方式の発電機の導入を進めて参ります。また、防災

行政無線が聞こえにくい地域やＳＮＳによる防災情報受信が困難な方のため、

ご家庭の固定電話やＦＡＸに避難情報を通知するサービスに取り組むととも

に、まちづくりが進む星田北エリア地区においては、防災行政無線の子機設備

を新たに設置し、防災情報の迅速な周知に努めて参ります。 

 

 ハード対策といたしましては、激甚化する自然災害に対して、被害を最小限

に抑えるため、準用河川の構造物の補修を実施するとともに、河川管理施設等

の維持管理に努めて参ります。また、星田エリアで進めております地域と協働

による課題解決に向けた取組みにつきましては、急傾斜地対策工事を含めた事

業実施にあたり大阪府との協議及び関係部局等と調整を行うとともに、事業者

の募集・公募要領を作成し、事業者の選定を行い事業実現に向け取組んで参り

ます。 

 

（消防・救急、暮らしの安全・安心、コミュニティ・市民活動） 

次に、消防・救急につきましては、消防指令業務の共同運用や隣接市との総

合訓練を実施しながら、消防の広域化を含めた相互応援体制の検討を重ねると

ともに、郡津消防分団の消防ポンプ自動車の新規更新を行うなど、消防力の充

実強化を図って参ります。 

暮らしの安全・安心を確保するための取組につきましては、現在１０６台設

置されている防犯カメラについて、本年３月に１２４台に増設し、警察や教育

委員会などと連携・協議の上、１４４台まで増設を実施いたします。 
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また、地域の防犯灯に係る費用の補助制度につきましては、補助率の大幅な

拡大を行い、地域の負担の軽減や自治会非加入者との負担の公平化を図って参

ります。そして、必要な費用については、後述にはなりますが、恒久的な財源

をお示しいたします。 

星田地域から消防団車庫の移転の要望を受けていることから、市有地の活用

を含め、また、緊急防災減債対策事業債の活用を前提とした備蓄倉庫機能も含

めた検討を進めて参ります。また、交番移転の要望を頂戴もしており、交野市

として、移転候補地の確保までは想定していたものの、大阪府警から、今後２

０年間の移転は困難であるとの回答を頂戴しております。しかしながら、地域

の要望もあり、断念するわけには参りませんので、交野市として、より、踏込

んだ対応ができないか検討して参ります。 

 

 

■みんながつどい交流し、活力が生まれるまち 

（都市環境・住環境） 

次に、都市環境・住環境につきましては、現在、交野市内では、土地区画整

理事業が完了に向かいつつある星田北エリアをはじめ、各所で計画的な住宅開

発が進められており、交野市としましても、引続き良好なまちづくりに取組ん

で参ります。 

寺・向井田地区まちづくりにつきましては、令和４年度に検討組織が立ち上

がり、まちづくり基礎調査を実施したところでございます。過去に新駅設置の

動きがあったことを踏まえて、令和５年度より、まちづくり事業の成立性の検

討を行うための調査等を実施して参ります。 

そのため、その機運醸成もあり、先日、寺・向井田地区まちづくり検討会の

皆様とともに、京都府亀岡市に、亀岡駅北側駅前に京都サンガＦＣのホームス

タジアム誘致を成功させた土地区画整理事業の視察に行って参りました。 

前述いたしましたとおり、東西線との接続やおおさか東線の乗入といったＪ

Ｒ学研都市線の利便性の向上や第二京阪道路の開通、新名神との接続、今後の

淀川左岸線や淀川左岸線延伸部との直結により、北河内は、ＪＲ学研都市線と

第二京阪道路とで挟まれたエリアで新たな賑わいが形成されると考えます。 

交野市は第二京阪道路が市域の中心を通り、そして、学研都市線の快速停車

駅が２つもあります。そして、交野市の活気も、第二京阪道路とＪＲ学研都市

線とで挟まれたエリアに広がっていくと考えます。そうした中、ＪＲ学研都市

線に交野市内３つ目の駅を誘致することは、交野市の成長戦略に欠かせないこ

とと考えます。 
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また、民間施行ではありますが、森北２丁目におきましては、昨年度、地区

計画が決定され、今後の開発により、敷地面積の広い、良好な住宅が交野市の

負担なく建設されます。岩船小学校区の児童数の減少が進む中、その課題解決

につながり、また、交野市への転入増につながるなど、非常によい事例であり、

今後も交野市として、他の地域でも、地区計画の提案に基づくまちづくりが行

われることは望ましいことと考えます。 

住宅流通施策につきましては、空き家対策と移住・定住促進の両面を目的と

して「住宅取得流通促進支援事業補助金」に取組んでおりますが、令和４年度

の実績を踏まえ、非常に効果がある取組みであることから、令和５年度につき

ましては、改めて本制度の目的に沿った交付ターゲットの明確化を図るととも

に、申請対象期間を見直すことで、年度末における手続きの不便さを解消し、

利便性の向上を図って参ります。 

 

（産業振興・労働、観光・魅力発信、都市農業、道路・公共交通、公園・緑地） 

次に、産業振興につきましては、経済団体等と連携し、交野市の地域資源を

有効活用しながら地域社会の発展と地域経済の活性化を目指して、「第二次産

業振興基本計画」の策定作業を進めて参ります。 

農業振興につきましては、令和２年度より実施している「人・農地プラン」

が法定化され、令和５年度より「地域計画」を定めることが国において決定さ

れたことから、引き続き、プラン作成が可能な地区において推進に取り組んで

参りますが、プラン作成を望んでいない地区にまでその作成を求めるものでは

ございません。 

 

 道路事業につきましては、橋梁や道路などの道路管理施設を適切に維持管理

するため、主要な路線の路面性状調査や、橋梁長寿命化修繕計画の更新を行う

など、安全・安心に移動できる環境確保に取組んで参ります。 

公園・緑地事業につきましては、倉治公園におきまして、長年の課題であっ

た防球ネットを高規格化し、飛球対策を図ることにより、交野市民の皆様が安

心して利用してもらえる施設として環境改善と利用促進に取組み、実質的に野

球場が交野市に１つしかない状況の改善を目指します。 

免除川緑道の照明灯のＬＥＤ化につきましては、交野市民の皆様がより早期

に安全に利用できるよう、令和６年度までの３年間で実施する当初計画を前倒

しし、令和５年度に完了するよう取組んで参ります。 

天野川緑地については、唯一トイレの水洗化を実施できていなかった藤が尾

のトイレについて、水洗化を実施し、近傍の四阿を再建築いたします。 
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星田山手南公園について、イノシシの被害への対策として、獣害対策の工事

を実施いたします。 

天野が原町１丁目の草川の緑道について、経年劣化していることから、修繕

工事を実施いたします。 

幾野にございます今池埋立地の一部については、今後の公園整備に向けた設

計業務を実施いたします。 

私市２丁目の川辺ちびっこ広場については、フェンス未設置個所への設置工

事を実施いたします。 

 

（上水道・下水道） 

次に、水道事業に係る施設の更新、耐震化につきましては、浄水場やポンプ

場といった主要施設は既に耐震化が完了していることから、今後は水道管の更

新に取組んで参ります。 

中でも、重要な基幹管路につきまして、まずは市内の約３分の２の水道水を

担っている「低区配水池」までの送水管から更新を進めて参ります。また、工

事にあたりましては、道路交通など交野市民の皆様の生活への影響を低減させ

るため、地下でのミニシールド工法を採用し、取組んで参ります。 

 

下水道事業にかかる下水道施設の維持管理につきましては、ストックマネジ

メント計画に基づいた点検・調査を実施し、予防保全に向けた改築・更新を推

進するとともに、未整備地域の解消に向けた整備も実施して参ります。また、

資金調達は短期金利をベースに調達することによる金利負担の圧縮を実施し、

乙辺浄化センターの更新時には、下水道放流で年約５０００万円の財政効果の

実現を目指します。 

 

 

■みんなで自然や文化を慈しみ、次世代に引き継いでいくまち 

（脱炭素・循環型社会、自然共生・生活環境、歴史・文化財） 

次に、環境施策につきましては、ＺＯＺＯタウン創業者の前澤様が総額５

億円の再生可能エネルギーをテーマとするふるさと納税の提案を募集してい

ましたことから、交野市長として、公共施設への太陽光パネル設置で提案い

たしましたところ、５００万円の寄付を頂戴いたしました。 

つきましては、寄付の趣旨に則り、全額使い切るよう入札を工夫して、公

共施設における太陽光パネルの設置を進めて参ります。 
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併せて、いきいきランドに係る設備の老朽化対策を進めるにあたり、設備

機器更新による省エネルギー化を図るため、ＥＳＣＯ事業を活用した取組を

進めて参ります。 

文化財行政につきましては、昨年１２月に国の認定を受けました文化財保

存活用地域計画に基づき、地域や各種団体等と連携を図りながら、地域に点

在する交野市の歴史文化の活用及び保全の取組みを進めて参ります。 

 

 

■行政の経営方針 

（効率的・効果的な行政運営） 

 続きまして、これまで示して参りました取組を進めていくための経営方針に

ついて、とりわけ財政効果に向けた考え方と、市役所の組織運営に係る考え方

についてご説明いたします。 

 

令和５年度の各種新規施策については、先の１２月議会において、土地開

発公社の買戻しに伴う起債の借換を行わず、公債費管理基金を活用して一括

償還した結果、当該土地の売却価格と将来の支払利息相当分で６千万円を超

える財政効果を単年度ではありますが、あげることができましたので、その

分を充当いたします。 

 

しかしながら、先般、交野市議会議員の皆様から給食無償化の要望書を頂

戴しており、そのキーワードは、私は、「恒久的な財源」であると考えま

す。この間、恒久的な財政効果の実現に向けて検討しましたので、説明いた

します。 

 

日本国債のデュレーション（残存年数）毎の金利を表す曲線であるイール

ドカーブがスティープ化、すなわち、急になっております。つまり、平成２

８年９月２１日から日本銀行が当座預金の政策金利残高の金利を０％から－

０．１％に変更し、今も短期金利はマイナス金利です。 

一方で、令和４年１２月２０日から日本銀行が日本国債のイールドカーブ

コントロールのうち、１０年国債の変動幅を±０．２５％⇒±０．５％に緩

和し、１０年国債の金利は０．５％程度であり、それよりも残存年数の長い

超長期国債ともなると金利が１．４％を超えるものもあります。 

一方で、１０年地方債は、イールドカーブコントロールの枠外のため、

０．８％にまで上昇しており、市場金利が歪んでおります。 
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我が国の潜在成長率は２０００年以降１．０％以下であり、期待インフレ

率も低いことから、今後の金利上昇はあったとしても限定的です。そのた

め、資金調達は短期金利をベースに実施し、資金運用は、超長期国債と長期

地方債で実施すると、事実上、日本銀行の負担で、多額の財政効果を捻出で

きます。 

具体的に申しますと、令和５年度の市債発行のうち臨時財政対策債を除く

約３４億円の借入を長期・約１％の借入ではなく、資金調達は短期金利をベ

ースに調達することにより、約０．３％まで金利を圧縮でき、初年度でも約

２３８０万円の財政効果が期待でき、当面の間は拡大した財政効果を続ける

ことが可能です。また、この方法は、水道事業会計や下水道事業会計にも適

用できます。 

 

 そして、水道事業会計や下水道事業会計を含みませんが、交野市の基金合

計は令和４年３月末で約９２億円でございます。現在、一般会計の一時借入

や繰越運用で、一時的に最大約２５億円を利用しておりますが、残額につい

ては、年０．０２％の定期預金等で運用しております。 

「交野市資金の管理、保管及び運用方針」では、日本国債について、購入

後１０年以内に償還としておりますが、こちらを改正し、超長期国債や長期

地方債を購入することで、年７０００万円＋年２０００万円の財政効果を目

指します。 

また、交野市議会にてご指摘を頂戴している財政調整基金の大規模な取崩

しへの懸念についてもそもそも取崩す必要がなくなります。なぜならば、各

種基金はそのままで、一括運用するからです。 

さらには、今後、一時的に必要となる資金は、レポ取引や現先取引といっ

た高度な金融手法を駆使して逆に収益性を高めつつ、資金を確保いたしま

す。 

 

 続きまして、市街化調整区域で一定市街地形成されたエリアについては、

今後の道路や公園等の公共施設に多額の維持管理費がかかるにもかかわら

ず、税率０．３％の都市計画税の課税がなされておりません。 

大阪維新の会様からも過去の一般質問でご指摘も受けており、市街化区域

との税の公平性の観点もございますので、令和６年度からの課税にむけて、

令和５年度中に様々進めて参ります。そして、目的税ではありますが、今後

も市街地形成されるエリアも含めて年約４０００万円の財政効果を目指しま

す。 
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 あわせて、給食センター民営化の財政効果額の残額が年約２０００万円、

駐輪場指定管理者の公募の結果による財政効果額が年約１６００万円、個別

事業への充当をしていないことが判明しました。 

 

 これらの数字をまとめますと、令和６年度、資金調達は短期金利をベース

に調達することで年約２３８０万円の財政効果の倍の年約４７６０万円、超

長期国債の購入で年約７０００万円の財政効果、長期地方債の購入で年約２

０００万円の財政効果、都市計画税の課税で年約４０００万円の財政効果、

給食センター民営化で年約２０００万円の財政効果、駐輪場指定管理者公募

で年約１６００万円の財政効果、合計年約２億１３６０万円の財政効果の確

保を目指します。 

そして、超長期国債や長期地方債の償還時には、土地開発公社の負の遺産

や四交クリーンセンターの建設に係る起債償還もおおよそ終了していること

から、令和５年度に実施をする施策を恒久化するだけでなく、恒久的な小学

校中学校給食無償化、水道事業会計健全化にかかる費用の確保、外出支援策

のさらなる拡充、も可能になると考えます。 

これからは財政が厳しい、お金がないというのではなく、知恵を絞って財

政効果を確保する市政運営に転換して参ります。 

 

 

 次に、交野市役所の組織運営に係る考え方でございますが、地域課題や行

政需要が増加・多様化する中、限られた職員数で対応するためには、交野市

の組織機構をできるだけ統合し、関連する業務や専門人材を集約するととも

に、業務の繁閑に柔軟に対応できる体制を整えていく必要があると考えま

す。 

 この考えのもと、この４月からは「財産管理室」を強化し、一部に分散し

ていた市有財産活用等についても取組を集約するとともに、喫緊の課題であ

る交野市役所の耐震工事の実施についても取組の実効性を高めて参ります。

そして、企画財政部におきましては、秘書課と政策企画課とを統合し、秘書

政策課といたします。 

 

 今後につきましては、都市整備部農政課については、農業振興機能、農業

委員会機能、農業土木機能、に機能分離し、総務部地域振興課、行政委員会

事務局、都市整備部道路河川課、に集約することを検討します。 
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企画財政部と総務部とで組織統合し、組織統合した新たな部と選挙等によ

り繁閑のある行政委員会事務局との間で、職員が柔軟に対応できる体制の構

築を検討します。 

 

また、交野市役所の耐震工事の実施のためのスペース確保の目的もあり、

水道局や都市整備部下水道課といった別会計ではあるものの、公営企業の組

織統合についても検討を進めます。 

また、市民部への困難な債権回収業務の一元化や企画財政部情報政策課

（新年度から情報マーケティング課）への情報システム業務の一元化や独立

した室への格上げについて検討を進めます。 

また、情報マーケティング課については、ふるさと納税やシティープロモ

ーションの観点から、任期付職員での人材の公募の実施についてさらに検討

を進めます。 

 

そして、業務の効率化を進めるべく、令和５年２月２０日からは交野市役

所本庁１階と２階の公用車９台の管理を、試行的に一元管理にしました。縦

割行政の弊害をなくすことで、公用車の台数を削減し、聖域を設けるつもり

はございませんので、市長公用車から売却いたします。 

各種証明書のコンビニ交付については、現在、窓口と同一料金ですが、議

会から指摘を受けているマイナンバーカードを取得された方へのインセンテ

ィブや繁忙な窓口業務の負担軽減を目的として、コンビニ交付の手数料見直

しの検討を開始しました。 

 

 また、現在、交野市の職員数は５１７人でございますが、課や係にまで落

とし込んだ人員査定を企画財政部秘書政策課が実施いたします。なぜなら

ば、今後、公共施設やインフラ施設の老朽化対策をはじめ、子育て部門等に

おいても行政需要の増加が見込まれているからです。 

一方で、４０歳代半ばから５０歳代半ばまでの職員数が多く、今後の退職

等に備えまして、段階的に若手や極端に職員数の少ない年代についての職員

数の増員を行うことが必要です。 

そのため、「職員定員管理計画」の見直しに着手いたしますとともに、業

務の繁閑を考慮した年度途中での人事異動も実施して参ります。 
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（予算編成） 

 以上の方針により編成いたしました令和５年度の各会計の当初予算は、 

 

一般会計           ３０６億６，３６３万１千円 

国民健康保険特別会計      ７９億６，３７２万６千円 

介護保険特別会計        ６５億  ３６０万円 

公共用地先行取得事業特別会計   ２億５，１３３万３千円 

後期高齢者医療特別会計     １６億２，１１２万７千円 

水道事業会計          ２８億  ９２２万円 

下水道事業会計         ２３億１，０３６万５千円 

 

総 額            ５２１億２，３００万２千円 

 

でございます。 
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（おわりに） 

令和５年２月２０日、大阪府警察本部が公表いたしました犯罪統計の確定

値によりますと、人口あたり犯罪発生率が全国で最も高い大阪府で、令和４

年に大阪府下３３市で犯罪発生率最小を記録したことから、令和５年２月２

０日に交野市民の皆様一人ひとりの防犯に対する意識を高め、より犯罪のな

い安全・安心なまちの実現をめざし、「生活安全都市宣言」を行いました。 

安全・安心は交野市の財産であり、今後の交野市への移住・定住を促進す

るための絶好のシティープロモーションのトピックになると考えます。 

それにあわせて、大阪維新の会様からのご指摘を受けていた、仮ナンバ

ー、いわゆる神ナンバーとも言われますが、そちらの回収のための毅然たる

措置を進め、全て回収をいたしましたところ、本日の産経新聞の朝刊に写真

付きで掲載されました。 

 

令和４年、交野市は、２０５人の転入超過でありましたが、出生と死亡を

加味したトータルの人口動態は、残念ながら微減でした。令和５年度は、よ

り積極的なまちづくりの実施を含め、より、転入超過を増やし、交野市の人

口増加に繋げて参りますとともに、全ての世代が安心して生活していくこと

ができる安全で快適なまちを目指して参ります。 

 

 以上をもって、新年度の予算並びに市政運営についての説明といたしまし

て、議会の皆様、交野市民の皆様のご理解・ご協力を賜わりますよう心より

お願い申し上げます。 


